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Ⅰ　問題の所在
普段の何気ない日常生活の中でも、コンビニエンスストアには、子どもの目の届く位置に、平然とポルノ雑誌が置かれ、電車の釣り広告には、卑猥な言葉と共に、性的な写真がごく当たり前のように載っている。今日、「マンガ・コミックス」「テレビ・ラジオ」「新聞や雑誌の記事」「ビデオ」「インターネット」など、様々なマスメディアの大人に向けた性産業・ポルノ産業の情報を、子どもたちは、性情報として得てしまっているように感じる。

このような、様々な性情報が氾濫している中で、子どもたちは、無防備な状態で性情報に晒されているのではないだろうか。また、ニュースなどを見ると、性感染症や十代の人工妊娠中絶の増加、性被害など、子どもの性に関する問題が次々に登場する。このような状況から、私は、性教育の必要性を、強く感じた。

しかし、自分自身が受けてきた性教育を思い起こしてみると、いくつも疑問が生じる。今日の、性に関する多くの問題すべてに対応するような性教育を、受けてきたようには考えられなかったからである。

今、小学校では、一体どのような性教育が行われているのだろうか、そして、それは適切な指導なのであろうかという疑問を持ったのが、本研究のきっかけとなった。そして、どのような意識をもって性教育に取り組めばよいか、また、子どもにとって的確な指導法は何かについて知ることにより、将来教員として自信を持って性教育に取り組むことができるようになりたいと考えた。
Ⅱ　研究の目的と方法

　まず、性教育とはどのようなものか、文献研究をもとに基本理解をはかる。さらに日本における子どもの性の現状を、調査結果をもとに明らかにする。
次に、日本の学校では、どのように性教育が行われてきたのか、歴史的変遷に焦点を当てる。そして現在、日本の小学校でどのような性教育が行われているのか、教科書や指導書から文献研究を行い、性教育の理念や目的、有用と考えられる指導法を明らかにしていく。さらに，現場での性教育指導を見学させて頂き、実際の指導状況を知る。
また同様に、海外の性教育にも焦点をあてて、日本の性教育に応用できるところはないか検討する。

これらすべての調査研究をふまえた上で、自分なりに効果的と考える性教育指導を、学年別に発達段階に沿って、６年間を通したプログラムを開発したいと考える。
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１） 性行動
日本の若者の性行動は、近年、急速に活発になり、低年齢化も進んでいる。これは、2004年１月に出された、国連子どもの権利委員会による、「日本に対する総括所見（第２回）」においても、「主要な懸念事項および勧告」の中で指摘されている。

性行動の活発化の具体的内容としては、中学生や高校生に関して、1970年代から80年代にかけては、性行動の活発化とでも呼ぶべき現象はみられなかったが、1990年代に入って、とくに高校生のデート・キス・性交経験、中学生のデート・キス経験を中心に、経験率の大幅な上昇がみられた。その意味で、中学生・高校生を中心とした性行動の活発化、すなわち、性行動の低年齢化が生じたのは、1990年代以降のことであると言える。（財団法人日本性教育協会．2007）

また、健康問題においては、1990年代から性感染症の増加が始まった。最近では、細菌性性感染症（性器クラミジアと淋菌感染症）には減少傾向が認められるようになったが、ウイルス性性感染症（性器ヘルペスと尖圭コンジローム）は増加が続いている。（国立感染症研究所感染情報センター．2008）
　人口妊娠中絶に目を向けると、近年、我が国における人工妊娠中絶件数は年々減少しているが、若年者、特に20歳未満の人工妊娠中絶件数は、年々増加の一途をたどっている。

昭和50年までは全中絶件数の１％台だった10代の中絶が、昭和60年には5.1％、平成７年には7.6％、平成13年には13.6％と増加し、平成７年以降は10代の占める割合が大きく増加していることが分かる。（日本産婦人科医会医療対策委員会．2002）
これら性感染症予防、そして、望まない妊娠を防ぐことに大きく関係する、コンドームは、その国内出荷数が、1993年の6.3億個から2005年の3.2億個と、ほぼ半減するという状況が続いている。（日本性感染情報学会．2004）
第３章 日本の性教育と世界の性教育
第２節 世界の性教育の現状

２）アメリカにおける性教育

「人種のサラダボウル」と称されるアメリカ。性教育は自由で革新的な教育から、伝統を重んじる禁欲的な教育まで、地域や個人によって様々である。
（１）主な特徴
　アメリカは連邦国家であるため、教育行政の分野では、州の決定がしばしば国の決定より優先される。その結果、地域ごとに教育制度に違いがみられる。しかしながら一つの国家である以上、そこには一定の特色が見られ、性教育は大きく３つのパターンに分けられる。

一つ目は、総合的性教育（セクシュアリティ教育）で、性を生物学的・心理学・社会学・政治学・哲学・倫理学などの分野から多角的にとらえ、他者を思いやりながら、一人の責任のある人間としていかに行動するかを教える教育。避妊や妊娠中絶、同性愛も否定しない。

　二つ目は、禁欲教育で、結婚まで性交せずに禁欲生活を送ることが、いかに重要かを教える教育である。

　三つ目は、禁欲プラス総合的性教育で、前述した２つの折衷案である。この教育は「禁欲」に比重がいく場合も「総合的」に比重がいく場合もある。

　

（２）総合的性教育

　世界の流れを受け、アメリカでもかなり早い時点で、総合的性教育を推進する動きが出てきた。その推進役として機能しているのが、1964年に設立された民間団体の「アメリカ性教育情報協議会（ＳＩＥ

ＣＵＳ）」である。ＳＩＥＣＵＳは、総合的性教育の一環として、ティーンの望まぬ妊娠、性感染症、ＨＩＶ、その他を減らす対策として出された、ファミリー・ライフ教育法を支持している。

　ファミリー・ライフ教育法の要求事項は、適切な年齢に応じ、医学的に明確な、宗教を持ち込まない、禁欲が妊娠や性感染症を防ぐ唯一の方法だと教えない、性交を経験した若者を無視したり、禁欲の価値を強調したりしない、避妊やＨＩＶとエイズを含む性感染症の危機を避けるすべての方法をはじめ健康に関する善悪両方の知識や情報を提供し、性的志向を含むセクシュアリティについての家族のコミュニケーションを奨励し、どうやって相手にコンドームを使うように説得するか、またどうやってセックスを断るか若者に方法を教え、酒やドラッグが行動の決定にいかに悪影響を及ぼすか教える教育である。

　アメリカでは、このような法案を州が独自に採用し、生徒に具体的な指導を行っている。ＦｏＳＥが2004年に実施した調査によると、アメリカ人の84％が中学校でセクシュアリティ教育あるいはセックス教育を行うことを支持している。

　

（３）禁欲教育

　アメリカの「福祉改革法、５条の要項510ｂ」によると、禁欲教育の８項目が次のように定義されている。
Ａ　性行動を抑制することで、社会的・心
　　理的・健康的な利益が得られると教え

ることを唯一の目的とする

Ｂ　結婚外の性行為を避けることが、すべ
　　ての生徒にとって期待されている常識
であると教える。

Ｃ　性行動を避けることのみが、結婚外妊
娠、性感染症など健康上の問題を避け
るための唯一の確実な方法であると教
える。

Ｄ　結婚している相互に貞節な一夫一婦の
　　関係こそ、人間の性行動において期待
される標準であることを教える。

Ｅ　結婚以外の性行動は、心理的・身体的
　　に有害であることを教える。

Ｆ　結婚せずに子どもを出産することは、
　　その子にも、親にも、社会にも悪影響
を及ぼしやすいことを教える。

Ｇ　性的な誘惑を拒絶するにはどうすれば
　　いいのかを、またアルコールやドラッ
グを摂取すると性的誘惑に負けやすく
なることを教える。

Ｈ　性行動よりも、自己達成感を得ること
　　のほうが大切だと教える。

2001～09年のブッシュ政権の時代には、この８項目すべてに該当する性教育プログラムにのみ助成金を交付していた。よって、2003年の時点で、禁欲教育のみを教えている学校は全体で35％を占めていたが、政権末期になると総合的教育に切り替えた州が多かった。

　現在のオバマ政権は、総合的教育への支持を表明している。オバマ大統領が就任した09年には、22以上の州の多くの学区で総合的性教育が導入され、18の州が禁欲プラスの総合的性教育を導入した。共和党政権から民主党政権に交代して、性教育の現場でも揺り戻しが起きている。
　　
（４）現在のアメリカでは

アメリカでは宗教上の保守的な社会的背景から性教育に禁欲主義の影響が今なお残存し、進歩的な方針を取っていると目される「包括的性教育」のなかにもそれに対する肯定的見解があること、さらに州によっても差異があり、ブッシュ政権下のデータながら、「禁欲」要件から遠く位置づけられる州もある。
　キャロル(2007)は、ガットマッチャー研究所によってなされた研究において、アメリカは、十代の妊娠中絶、そして十代の出産の比率において、世界におけるほとんどすべての発展した国を上回っており、まだまだ性教育に関する問題は山積みであることを指摘している。
Ⅴ　今後の課題

　海外で行われている性教育について、更に詳しく研究を進めていきたい。
　また、現場での性教育指導を見学させて頂き、実際の指導状況を知りたい。そして、指導されている先生にインタビュー調査を行いたい。
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